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「我が国における低出生体重児の割合増加」に対する喫緊の対策の必要性 
 

 昨年 10 月に、「我が国の成人の平均身長が 1980 年以降低くなってきており、これには我が国の

低出生体重児の割合の増加が関連していること」が国立成育医療研究センターの研究グループか

ら発表されました１）。これにより、低出生体重児の健康における有害事象として、生活習慣病リスク

とともに最終身長の低下リスクが加えられることになりました１）。 

 

 これを受けて、今年８月の Science 誌に、あらためて「日本における出生時体重の減少が、糖尿

病や高血圧といった長期的な健康障害のリスクとなることが危惧され、この課題には国をあげて関

心を高める努力と早急な対応が必要である」と指摘する記事が掲載されました２）。日本の置かれた

危機的な状況ならびに DOHaD の重要性を改めて認識させる意味で、学術的、社会的さらに行政

的に極めて重要な記事であります。 

 

 しかし、この記事の中で、1970 年代に一部の産婦人科医が妊娠中毒症（現代の妊娠高血圧症候

群に相当）の発症リスクを低減させるために妊娠中は低カロリーダイエットを推奨し、1981 年にはこ

れが日本産婦人科学会の指針に盛り込まれたと記載されておりました。この記載内容は、わが国

において妊娠中毒症の予防を目的として、一般妊婦に対して低カロリーダイエットの推奨を始めた

時期を約 20 年早く誤って記載しています。実際は、妊娠中毒症を発症した妊婦に対する低カロリー

療法（日本産科婦人科学会雑誌 29,1305, 1977）などをもとに、1981 年に妊娠中毒症を発症した妊

婦に対する治療として低カロリーダイエットを推奨し３）、1999 年に初めて一般妊婦を対象に妊娠中

毒症の予防を目的とした妊娠中の体重増加制限が推奨され始めました３）。翻って、我が国における

平均出生時体重の低下は 1980 年頃より始まっていたこと、さらに 2011 年以降の産婦人科診療ガ

イドラインー産科編（日本産科婦人科学会・日本産婦人科医会編）で妊婦に厳格な体重制限を行わ

ないことが推奨されたことから、本 Science 誌の記事内容と異なり、産婦人科医の妊娠中の体重抑

制指導が低出生体重児の割合の増加や日本人の平均身長低下傾向に与えた主たる原因とは断

定できないと考えられます３）。 

 一方で、Science 誌の指摘の通り、「我が国における低出生体重児の割合の増加は世界的に最も

深刻」であり、早急に対策を講じる必要のある喫緊の課題です。この社会現象には多方面に渡る多

様な要因が関与していると考えられることから３）、有効な対策を立案するためには学際的なアプロ

ーチが必要です。 

 以上をふまえ、日本 DOHaD 学会では、次世代の国民の健康度の低下への関連が危惧される低

出生体重児の割合の増加に対し多面的かつ科学的に分析し、現代女性のスリム志向による栄養

摂取不足への対応や、成長期および妊娠中の過不足のない栄養摂取の必要性の周知や妊娠中

の適度の体重増加の指導を含め具体的かつ実効的な対策の策定ができるよう、さまざまな学問分

野の研究者の叡智を結集して取り組んでいきたいと考えています。 
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